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高水準なものになるが，社会保険負担を除くと， 55.5%とイギリス (50.9%)，アメリカ (52.9%)と大差なくなる。ま
た表bは租税負担の対GDP比であるが，日本は直接税比率が24%とアメリカ同様，他国と比較して低いのは，全体の国
民負担率が低いからである。しかし，この国民負担率は1975年の20.9%から28%へかなり大きな上昇を示している。
表 a 主要税の構成比 (1985) 
本!イギリス!西ドイツ|フランス|イ F リア lアメリカ
社会所保資産険得課負課担税税I 42.8 30.2 17.5 36.5 43.6 34.7 29.4 
9.7 12.0 3.0 4.6 2.5 10.1 
直接税比率| 82.3 
財・サ」ピそス課の他税 I 17.7 
0.3 0.0 0.0 5.4 0.6 0.0 
合計! 100 
(資料) OECD， Revenue Statistics 1965十 1986より作成。
表 b 租税負担の対GDP比率 (1985) 
本|イギリス|西ドイツ|フランス|イタリア lアメザカ
社会所法保資産得人険課課負課税担
6.9 9.9 10.8 5.8 9.3 10.4 
5.9 4.9 2.3 1.9 3.2 2. 1 
8.5 6.7 13.8 19.9 12.1 8.6 
2.7 4.6 1.1 2.1 1.0 2.9 
直接税比率!
そ個一の別他般消消の租費費税税税I 2.2 5.3 3.3 3.9 3.2 2.3 
0.6 O. 7 0.5 2.8 1.0 0.7 
国民負担率| 29.2 





























価値税の逆進効果は従って存在しなし、J3)，また。ドイツ経済研究所 (DeutschesInstitut fur Wirtscha・
ftsforschung，以下ではDIWと略す〉の計算も，私的家計の純所得の比例負担はすべての間接税にあ
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(出所) Deutsches Institut fur Wirtschaftsforschung. Wochenbericht 
Nr.44/77. S. 384. 
表 1 一般消費税の負担率
可処分所得 租税負担率




































4) Bedau. K. -D. /Goske. G.. Wirken indirekte Steuern regressiv? Die Belastung der privaten Haushalte 
mit indirekten Steuern. in: DIW-Wochenbericht. Nr.21， S.187-194.およひ:dieselben. Die Belastung der 





























対数一一ー 500 1000 2000 5000 
家計可処分所得(マルク/月収)
(出所) R. K. H.， Dennerlein， Die Belasturgs-und Verteilungswir-




8) OECD， Impact of Value Added-Tax; in Studies in Taxation， 1981年， p.6. 
9) Dennerlein， R. K. -H.， Die Belastungs-und Vertei1ungowirkungen der indirekten Steuern in der Bundes-




ion， Tra口sfersystemin der Bundesrepublik Deutschland， 1981， S.82ft. 
一一一 89一一



















500 700 1000 2500 4000 6000 8000 15000 
対数ー一一ー 可処分所得(マルク/月収)
(出所) W. Kitterer， Die Belastung der privaten Haushalte mit indire-
kten Steuern， Mitteilungen des Rheinisch-Westfalischen Ins-
tituts fur Wirtschaftsforschung， Essen， 29. Jahrgang， Heft 
4/1978. 
10) 西ドイツの「所得一消費ランダム調査J(eine Einkommens-und Verbrauchsstichprobe，以下略してEVSとする〉
は私的家計の経済計算の統計法に従って，ほほ5年に 1度行なわれる無作為抽出法による家計調査である。今まで1962/











































































































14) Dennerlein， a. a. 0.， S.47ff. 
、、、、‘
500 1000 2000 5000 
家計可処分所得(マルク/月収)
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表2 主要財の年齢別消費水準 CU) 
世帯主の年齢
支 出 項 自 1-;未満一未満…未満叫|平均
肉，魚 5.48 7.12 7.56 7.74 7.36 
酪農品 3.57 4.66 4.86 5.59 4.90 
野菜，果物，ジュース 4.66 6.06 6.36 7.13 6.36 
アルコール飲料 3.77 2.48 2.21 2.15 2.36 
タノ±コ 3.34 1. 97 1. 72 1. 32 1.79 
家具，調度品 4.36 3.88 3.51 2.71 3.50 
高級耐久消費財 1.32 1.41 1.60 1. 56 1. 51 
家事サービス 0.73 1.07 1.35 2.16 1.41 
自動車， 自転車 4.81 4.43 2.60 0.79 2.96 
燃料 3.31 2.52 1.48 0.47 1.71 
医者，病院，療養 0.29 0.67 0.88 1. 42 0.90 
本，雑誌，新聞 0.93 0.57 0.40 0.33 0.45 
(出所) R. K. -H.， Denrerlein， Schriften aes Internationalen Instituts fur Empiri-
























支出項目 1 2 3 4 5 6 7 8 I平均
肉，魚L 6.77 4.85 7.87 7.64 7.83 8.00 8.02 6.80 7.32 
酪農品 5.33 3.51 4.79 4.63 5.20 5.56 5.91 4.46 4.80 
アルコール飲料 1.58 4.30 2.70 2.39 2.18 2.10 1.95 1.92 2.35 
タバコ類 0.82 3.58 2.07 2.39 2.18 1.65 1.67 1.39 1.78 
新t 1.41 0.99 1.09 1.36 1.53 1.67 1.84 1.33 1.34 
家具 3.39 2.47 3.82 4.03 3.54 3.25 2.96 3.07 3.50 
高級耐久浪費財 1.44 0.94 1.77 1.53 1.42 1.45 1.45 1.55 1.51 
家事サーヒ、ス 2.14 1.93 1.39 1.09 1.05 1.05 0.98 1.23 1. 41 
自動車および自転車 0.76 3.17 2.75 4.29 4.18 3.53 3.33 2.60 2.96 
燃料 0.36 2.25 1.62 2.44 2.34 2.00 1.77 1.56 1.71 
本，雑誌新聞 0.48 0.93 0.31 0.42 0.44 0.48 0.47 0.42 0.45 
学校授業料 0.08 0.36 0.09 0.48 0.63 0.69 0.80 0.48 0.35 
宿泊サーピス 0.38 1.81 2.11 1.69 1.45 1.23 0.87 1.43 1.80 
家計タイプ 1=銃身女性， 2 =独身男性， 3 =子供のいない夫婦， 4=子供 1人夫婦，
















































7 r % 可処分所得負担三三三Zでご三、




















次に， 25~45 才未満の間の家計の場合の消費負担は 3500 マルクの所得のところまでは 45~65才
の聞のそれよりも大きくなっている。しかしこの相違も 1900マルグ以降はあまり決定的なもので

















































































% 可処分所得負担 、ー ¥、
、 、ミミーζ、
対数一一→
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口~.!慨タイプ 1 (12%， 6 %への引上げ)
図~.!糊タイプ 2 (12%へ一本化)























































































































































































































ための消費減少も 3%と低く，その結果として， b)に示されるように， 700マルク以下の家計負担
増は 9.4%と，それより高い所得層の8.6%増より高くなっている。
しかし，それより注目したいのは，税率一本化をねらうタイプ2と4のケースである。この場合，
a)やのに示されるように低所得層での租税回避反応はきわめて高いにもかかわらず， b)に 示 さ れ
るように増税の負担帰着は最大になってレる。これらは，軽減されている税率をーきょに撤廃する
図10 付加儲{産税増税の個別帰潜〈世帯主の職業別〉
































仁]~J:\1H~タイプ 1 (12%， 6 %へ北例引上げ)
[] =JN税タイプ2 (12%へ一本化)












































































































































































































































































































































































































9 10 11 12 
年間収入附級
100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600 650 700 750 800 900 1000 
400，000 
19 18 17 16 15 14 13 8 7 6 5 4 
350，000 
平均
総務庁統計局「家計調査年報JI昭和61年度より作成勺所川口μ
西ドイツ付加l儲iI!税の逆進性
語ってし、るであろう。また，図15は日本の消費支出と食料支出について勤労者と一般没帯(自営業
や非就業者〉のそれぞれにつレてみたものである。図から言えるように，第ーに両世帯とも所得と
ともに消費支出全体は増加していくのに，食料支出はあまり変化せず安定している。第二に中高所
得層で勤労世帯の消費支出が一般世帯のそれより所得とともに高くなっていくのに，食料支出につ
いては両世帯の差がほとんどなくなっているのである。
以上のことから，わが国の今回のいわゆる消費税(昭和田年6月148の自民党「税制調査会の税制抜
本改革大綱」に基づく案〉導入問題についてどのような教訓が浮かび上ってくるであろうか。まず第
ーに，年齢別，職業別，家計タイプ別の負担の差をし、かに調整するかである。とくに年齢別でみて
最高負担となる中年層のいわゆる働き盛りの世代が問題である。この世代は住宅戸ーンや教育費支
出や非消費支出などのいわゆる読整のきかない硬直支出が大きし、ことから，この高負担の調整の必
要性は高いであろう。また，職業~:jにみて自営業者の負担が常に低く現われるのも，今回の消費税
導入のひとつの理由が，消費税が農業家計も含む自営業者の低所得捕捉率としう水平的不公平是正
の補完的役割を果すことにあることを考えると，やはり何らかの調整を必要とする事項であると思
われる。この問題と関連することであるが，比較的高い負担を負う破自にあっている非就業世ー帯の
謂整をはかる必要性はとくに強調する必要があるであろう。この家計は年金生活者や公的扶助によ
る生活者であり，消費税を回避する弾力的調整反応の比較的出来なL、家計であるからである。
第二に，消費税導入とセットされる所得税の減税案が今回のように所得控除の引き上げや累進の
緩和する税率の簡素化であることが問題である。税率の簡素化によって，レわゆるプラケット・ク
リープの程度をやわらげる効果があるので容認できるとしても(しかし，プラケット・クリープの問題
は本来はインデクセーション方式で解決されるべき問題で、あるが)，所得控除を引き上げる型の減税は，
前述したように，消費税の差別帰着の逆進性をさらに大きくするものである。こうして，所得税減
税はたとえば戻し税減税の方法を用いて，逆進性を緩和するかあるいはせめて分配に対して中立的
な効果をもたせる比例的なパターンを考えるべきであろう。
最後に，とくに付言しておかなければならないことは，本稿で、展開した付加価値税増税の多元的
な分析結果から浮き彫りにされた逆進負担形態をはじめとする様々な問題点はとりわけ食料品に対
する課税のあり方に深くかかわっているという点である。今回のわが国の消費税は本稿で分析して
きた西ドイツのケースと異なり，全く一般消費税の土壌のないところに新たに導入すること，また
食料品に対してゼロ税率も軽減税率も許さない統一税率のケースであることを考えれば，本稿で指
摘した様々な問題がかなり深刻なものとして現われる危険性がある。こうした問題の大半は食料品
をゼロ税率にすることによってほどんど解消されていくものと思われる。その可能性を探ることは
決して無益なことと思われない。
もちろん，税制改革は「簡素，公平，効率」とし、った視点から全体観に立ったバランスのある構
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想をもったものでなければならなL、。しかし，今回の消費税の導入問題をみてみると，徴税者とし
ての政府と納税者としての企業の観点だけが配慮、されていて，担税者側の税をとられる者の観点が
まったく置き去りにされたかなり偏りをもったものになっている。ーのはじめにのところでも指摘
したように，税制改革の意思形成過程に担税者三投票者の「租税に対する個人的価値評価」を反映
させるように努力した時に出てくる税制改革案こそ今最も必要とされるのである。なぜなら，担税
者=投票者は税制改革に対して決して受け身の消極的存在ではないこと，担税者=投票者の視点を
欠いた税制改革案は実際の政治の場で、実現する可能性が小さし、からである。
一一一 112一一一
